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はじめに

少子高齢化が加速し労働人口も年々減
少している中、毎日のように「働き方改革」
に関する記事がメディアを賑わしている。
政府は、「働き方改革」を重要な政策の
一つと位置付け、同一労働同一賃金（非
正規雇用の待遇改善、労働関連法案の改
正）、長時間労働の是正（仕事と子育ての
両立、女性のキャリア形成の促進、高齢
者の就労促進）と矢継ぎ早に政策を実行し
てきた。
一方、世界経済は予測不可能または想
定外の出来事が次 と々起こるVUCAワール
ド１に突入し、過去の成功体験が役に立た
ない時代になった。
多くの企業は、この激しい時代の中で、
従前の「働き方」を見直すことで、社員一人
ひとりの生産性を最大限に発揮できる環
境を構築するかが急務となっている。
「働き方改革」を取り組むうえで、文書の
デジタル化は従来の働き方を変えるベース
となっている。NECネッツエスアイ株式会
社（以下当社）は、2007年から「働き方改
革」に取り組み、時代時代に合った働き方

に適応するように、４つの段階（図１）を
経て継続的に改革を行うことで、成熟度
を上げてきた。
時代を先取りした「働き方改革」の取組
みを遡りながら時系列でご紹介し文書の
ペーパーレス化の経緯について示す。
また、最新のDX２（デジタル変革）事業
にも注力しており、最先端の「ワークスタイ
ル」を追求している。

当社の概要

当社は、ネットワークに関連するソリュー
ションを事業の柱とし、企画から運用保守

時代のニーズに対応した
文書情報マネジメントを紹介

ペーパーレスからイノベーションを創出する
「働き方改革」Empowered office
の取り組み

NECネッツエスアイ株式会社
営業統括本部

主席主幹　渋
しぶ

谷
や

隆
たかし

１　VUCAワールド
　　V：Volatility（変動性、不安定）
　　U：Uncertainty（不確実性、不確定さ）
　　C：Complexity（複雑性）
　　A：Ambiguity（曖昧性、不明確さ）
　　あらゆるものを取り巻く環境が複雑さを増し、将
来の予測が困難な状況にある世界のこと

２　DX（Digital Transformation）
　　ビジネス全体を根底から大きく変革すること、又
は進化したデジタル技術を浸透させることで人々
の生活をより良いものへと変革すること

図１　働き方改革の取り組み経緯
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まで一気通貫で事業を行っている。当社
の会社概要を表１に示す。
当社は、政府が「働き方改革」を提唱す
るよりも前から「EmpoweredOffice」（エ
ンパワードオフィス）というコンセプト（図
２）のもと、ICTとオフィス空間を融合した
「働き方改革」を自社実践し、自らの経験
をもとに、お客様に最適なコミュニケー
ション／オフィス環境を提案している。

当社における「働き方改革」の概要

一般的な「働き方改革」とは、残業時間
等の削減で総労働時間を抑制したり、出
張等の経費を削減するためにTV会議シス
テムを導入したりするケースが注目されて
いる。
また、執務環境（オフィス）を変えること
によって、社員の意識改革を促し生産性
向上を目指すケースも多い。

「働き方改革」の目的は、社員一人ひとり
の生産性を向上させ、かつ社員のライフス
タイルを豊かにすることである。そのため
には、環境の整備と労務人事制度の改革
を並行して実行することで効果を発揮でき
る。その結果、企業価値を高めることが
き、事業拡大が期待できる。
「オフィスは、知的活動を支える重要な
経営基盤だ」というトップの認識の下、単な
る「ムダ取り」の「コスト削減のため」だけで
はなく、それをどうワークスタイル改革につ
なげ、競争力を強化していくか。ICTとオ
フィス空間を融合することで「OFFしてプ
ラスする」ことが、｢EmpoweredOffice｣の
目指すものである。
当社は、『変化の激しい市場で勝ち残る
ためには、会社を強くする必要がある。ま
ずは、社員たちが思う存分活き活きと働き
たい』という環境構築に取り組んでいる。

１．オフィス改革（2007年～）
新しい発想を起こすために必要なクリエ
イティブオフィスを整備。
当社は、オフィス移転時のコミュニケー
ション関連システム構築を受託していたが、
同業他社と比較し付加価値を出すのが難
しくなっていた。また、オフィス内は書類
の山、予約されていても利用されない会
議室、閉鎖的なオフィスレイアウト等、業
務効率化と風通しの良い職場環境の構築
が急務になっていた。
このような事業環境の中で、社員の生
産性を上げ事業を拡大すべく、自らオフィ
スを作り、ノウハウの付加価値とすること
を目指した。
2007年３月に企業力を高める事業コン
セプト｢EmpoweredOffice｣を実践・体感
するオフィス改革を、段階的にトライアル
実施する「オフィス改革プロジェクト」をス

表１　NECネッツエスアイ株式会社概要

図２　Empowered offi  ceとは
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タートさせた。
■概要
①目的

 組織ごとに自分たちの課題解決オフィス
を作り､自分事としてオフィス改革に取り
組む
・生産性と社員のモチベーションを向上
・抜本的なコスト改革で経営コスト削減
②対象者
・営業、SEの２部門約700人規模
　（全社員の約10％）
③プロジェクト体制（図３）
・リーダー　　：社長・執行役員常務

・部門オーナー：事業部長、推進者（数名）
④ガイドラインの提示
・ 改革の基盤となるガイドラインを作成
し、概要（表２）をプロジェクトメン
バーに展開。部門オーナーは、ガイド
ラインを元に自部門におけるオフィス
改革の詳細を検討。
　 ファシリティー編とICT編、働き方編
のガイドラインを策定。

　例： 袖机の廃止、個人所有物はロッ
カーの範囲内、共通共有書類の削
減目標70％、モバイル環境構築

⑤「オフィス改革」推進内容

・ 経営トップの強いリーダーシップの下、
役員全員参加による改革を実行
・部門メンバー内で改革プランを立案
・ 役員と部門メンバーが議論しオフィス
を設計､導入

⑥ICTの積極的導入
・ 紙文書を使わない（ノーペーパー・ワー
キング）オフィス環境を設計
　（机上・テーブルにモニターを設置）
・ 物理的に離れたメンバーとの距離によ
る情報ギャップをなくす環境
　（TV会議､モバイルPC､ソフトフォン）
⑦オフィス改革啓発活動
・経営トップの改革プレゼン
・経営層と部門メンバーとの一体的活動
・ 否定的なメンバーに対して個別フォ
ロー。
　 改革に惑いを覚える社員に対しては、
紙文書を削減するメリットを丁寧に説
明し運用で実感してもらい定着を図る
・スタッフ部門のフォロー活動
　全社横断のプロジェクトが改革を支援
「オフィス改革」プロジェクトは、2010年
の本社移転までの３年間で試行錯誤を繰
り返し、改革を浸透させていった。
そのポイントを整理すると以下の５点に
まとめることができる。

① 大方針は提示するが、詳細は各部門
が自分事として改革の内容を検討し
目標をKPIとして設定することで目的
を明確にする。

　⇒トップダウン･ボトムアップの両面活動。
② トップ自ら現場に入り、あるべき姿を
議論して全社として取り組み姿勢を見
せる。
③ 紙を使わないオフィス環境を構築する
ことで紙の文書を徹底的に削減する。

　⇒ フロア面積と什器類の削減、リモー

表２　ガイドラインの概要

図３　プロジェクト体制



IM  2020-5・6月号 7

トワーク等による働き方の効率化
を追求。

④ コスト削減（OFF）だけでなく、プラ
ス面（ON）としての効果を定量的に
提示することができた。
⑤ 自ら改革した成功体験、課題をビジ
ネスに展開することで事業拡大と連
動した。

今回の取り組みで経費を抑えつつ、業
務の生産性を上げることができた効果を図
４に示す。

２．オフィス改革全社展開（2010年～）
分散していたオフィスを集約すべく、
2010年８月に飯田橋のビルに移転し、全
社的にオフィスのスリム化を実現した。

新本社ビルのコンセプトは、
“スリムオフィス＆スマートワーク”

①コスト視点
抜本的なコスト改革でコストオンせずに
都心へ移転する（東品川→飯田橋）
②バリュー視点
お客様･マーケット視点での業務の流れ
へワークスタイルを改革する。

■実施内容

・スリムオフィス

無駄のない、オープンなフロアで空間を
有効活用
⇒ ひな壇の席を廃止、フリーアドレス制

・ノーペーパー･ワーキング
“紙を減らす”から“紙を使わない”働き
方へ
⇒ 社内の各所にPC画面を共有できる
ディプレイ等を導入し紙を使わなくて
も困らない仕組みを整備
⇒ 情報を電子化することで情報共有の

向上
・ノーディスタンス･オフィス
離れた場所との距離を感じさせない働
き方
⇒ 離れた場所同士を大画面で投影し臨場
感あふれる映像一体的な空間を構築

・チームワーキング
フレシキブルオフィスによるチーム連携
を取りやすい働き方
⇒ フレシキブルオフィス：キャスター付き
の机で用途に応じてレイアウトを柔軟
に変更できる

・クリエイティブワーキング
新しい発想を育て､次のビジネスを作る
働き方
⇒ 壁のないオフィスにして働くメンバーを
見える化し、コミュニケーションの活
性化

飯田橋の新オフィスは、３年間の取り組
みを全社的に展開することで、ムダを徹底
的に排除（フロア面積、什器類、紙等）、
つまり「OFF」したうえで、業務効率化に
つながるICTツールを積極的に導入＝「プ

図４　オフィス改革における効果

表３　飯田橋オフィス移転時の削減効果
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ラス」することで移転コストを抑制し、経
営基盤の確立を目指すことができた。
「OFFしてプラス」した効果を表３に示す。

３． 「オフィス改革」から「働き方改革」
へ（2015年～）

全社的に｢EmpoweredOff ice｣を実
践・体感するオフィス改革も定着し、社員
一人ひとりが自律的に最適な働き方を設計
する勤務スタイルが求められてきた。
同じ場所・時間を前提とした働き方・職
場環境から時間・場所に制約を取り払い、
多様な人材が能力を自律的に発揮できる
働き方・職場環境のためにテレワーク環境
を構築した。
2015年に育児等で時間的制約のある社
員20名の実証実験を行い、2016年に役員
を含む100人規模の実証実験を経て、2017
年から全社員にテレワーク勤務を導入した。
また、テレワーク勤務は、利用する時間
単位での取得や回数の制限を設けないこ
と、さらにサテライトオフィスの活用により、
利用拡大を図っている。
従前から、フレックスタイム制度やスライ
ド勤務制度を導入しており、テレワーク勤
務導入時は、人事制度を改正せず運用す
ることが可能であったものの、勤務時間
の柔軟な運用を認めることでライフスタイ
ルに合わせた業務が可能となった。
なお、勤務環境においてもガイドライン
を作成し健康管理にも配慮している。
上司にとって部下のテレワークは、勤務
状況を把握できないことへの不安の声も多
く、当社でも課題であった。
そこで、客観的に勤務状況を把握する
ためのアプリケーションソフトを自社開発
することで適切な時間管理を行うことが可
能となった。あわせて社員を孤立させない
ように、ネットワークを通していつでも上司

とのコミュニケーションをとることで課題
解決を図っている。
導入効果として「働き方」を見直す機会
となり、育児・介護を必要とする社員に対
しては、これまでは時短勤務となっていた
が、勤務と家事のバランスを両立すること
ができるようになった。結果的に就業機会
を損失することなく、全体の生産性向上
の効果をもたらしている。
また、移動時間等をなくし業務の効率
化によって、時間外勤務が30分／日の削
減効果が出ている。
こうしてテレワークがうまく運用できてい
るポイントとして、①各種運用制度に加え、
②業務に必要なドキュメントやデータを外
部に持ち出すことなく、③モバイルPC上で
ほぼ業務が遂行できる環境といった、ソフ
トとハードの両輪がうまくかみ合った点が
大きいと考えている。
文書（ドキュメント）のデジタル化は「働
き方改革」を推進する上では前提条件と
なっているといえるだろう。

４．イノベーションを生む新たな働き
方へ（2018年～）

今までは、既存事業と連動した「働き方
改革」を推進してきた。
2018年からは、新規事業として取り組む
DX向けICTツール（以下DXツール）を活
用し、これまでの枠組みに縛られていた
習慣、組織、場所、プロセスをゼロベース
で見直すことで、過去の慣習にとらわれず
自律的に働く「分散型ワーク」に挑戦して
いる。
分散型ワークのコンセプトを図５に示す。
現状の「ワークスタイル」を根本的に問
い直し、社員一人ひとりがストレスのない
環境を構築することで社員の価値を高める
ことを目指している。
また、2020年２月には、日本橋にオー
プンイノベーションベースを開設し、分散
型ワークを実践するオフィスとして、社内
だけでなく社外の関係者との共創の場とし
て、活用が期待されている。
新たな取り組みの一つに電子帳簿保存
法の改正に合わせ受発注業務系の文書

図５　分散型ワークのコンセプト
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（発注書、経費関連伝票、契約書等）のデ
ジタル化でペーパーレスを図り、場所に取
らわれずに業務遂行できる環境を提供し
ている。
以下に時系列的に当社の取り組みを記
載したうえで、DXツールを活用した業務
系におけるペーパーレス化のポイントを示
したい。

■ 受発注業務系ペーパーレス化促進の
取組み
2019年度までにリリースした業務

・経費伝票の電子化
・定期定額発注方式方法の電子化
・ QRコード＋AI-OCRによる発注業務効
率化
・基幹連携による注文書類のE-mail送付
・ 外部クラウドサービスによる電子契約化
・請求書押印レス化
・紙帳票のペーパーレス化

2020年度以降リリース予定及び検討業務
・交通費・出張費のクラウドサービス化
・ 書類添付機能／送信機能
　（Filing Stars）
・電子納品機能
・ 電子帳簿保存法対応によるシステム改訂

このような取り組みで73％の紙の削減、
4900時間／年の工数削減を見込んでいる。
さらに、「分散型ワーク」を支えるさまざ
まな業務ツールはクラウド環境で構築し、
事業のスピードアップを図っている。クラ
ウド環境の全体図を図６に示す。
加えて、業務のペーパーレス化を進めるう
えでは、一般的に承認行為（ワークフロー）
や確証の保存などの課題が考えられる。
当社で実際に進めた観点からポイントを
３点挙げる。

① オフィスの分散化で業務プロセスをゼロ
ベースで見直し
② 業務系改革（電子帳簿保存法等の対
応）による基幹系業務のペーパーレス化
③ DX事業を実践してソリューションとして
お客様に提案

また、分散化による組織やお客様との
コミュニケ―ションの維持強化ツールとし
てクラウド環境のWeb会議システムを導入
した。これにより時間、場所にとらわれず
にビジネスを加速できる環境を整備し、意
思決定のスピードアップを図っている。

ペーパーレス化の取り組み

当社は他社の「働き方改革」のプロセス
とは違い自社の事業と連動しているところ
に大きな特長がある。
前述した通り、自社ソリューションの付
加価値を上げるために、トップダウンで
「オフィス改革」を実施しペーパーレス化と
オフィスのオープン化を実践してきた。
ペーパーレス化の経緯について簡単に取り
組みを記載しておきたい。
改革当初、物理的に紙文書の保管ス
ペースを最小限にしたことやICTツールを
最大限採用し、紙を使わなくとも（印刷し

ない）業務が遂行できる仕組みを作り浸透
させていった。
トップ自らICTツールを活用しノーペー
パーを実践している。また、部門内におい
ても情報共有を図り、「紙を使わない」ノー
ペーパー・ワーキングを浸透させている。
ペーパーレス化の推進においてトップの
リーダーシップは極めて重要である。
また、全社共通の資料・データは文書
管理システム（Filing Stars）を導入しどこ
からでも検索して参照することができる。
このほか、部門のファイリングについて
は詳細の仕様は提示せず部門内で管理し
ている。しかし、定期的にメンテナンス
（データ容量の削減等）を行う必要がある。
また部門間の情報共有をどの様に有機的
に連動させるかが課題として残っている。
テレワークの導入に始まり、DXツール
を積極的に活用した「分散型ワーク」の取
り組みは、業務系のペーパーレス化を加速
させ、紙の消費量を減らすだけでなく業
務工数の削減も実現している。
こうしたさまざまな取り組みは、社員の
ワークスタイルに合ったノーペーパー・ワー
キングを徹底的に推進することで、定着し
生産性の向上につながっている。

図６　クラウド環境でのツール
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課題と今後の取り組み

現在のオフィス需要は、大規模オフィス
に集約し、ビジネスの加速化を図ったパ
ターンと完全に分散化しバーチャルで事業
を拡大していく二極化傾向にある。
昨年より、DX時代を先取りしたクラウ
ド環境でのICTツールを導入し、「分散型
ワーク」が加速度的に進行している。
一方、課題として改革のスピードが速く
十分に活用できていない点が見えてきた。
そのため社長自らDXツールを使い社内に
発信し活用促進を図るとともに、ビジネス
チャットツールを使いこなすために勉強会
や活用方法を議論しフォローする体制（ア
ンバサダー制度）を行っている。またツー
ルを活用したアイディアを容易に社内共有
する仕組みを作り、業務に取り込みながら
浸透を図っている状況にある。
ペーパーレス化については、電子帳簿保
存法の適用範囲をさらに拡大すること、ク
ラウド環境でデジタル文書等データを共有

することで、社員のワークスタイルに合っ
た働き方の環境を充実させていく。
また、「働き方改革」に関する効果を
IoT３等のツールを活用し、働き方を定量的
に測定・分析し課題を顕在化させることで、
さらなる改革を推し進めていく必要がある
と考えている。

最後に

最近では世界的なスポーツイベント等の
開催による時差通勤や在宅勤務の促進、
BCP４対策に向けた有効な手段としてテレ
ワークが積極的に活用されている。
デジタル技術によって、技術革新が加速
されている中で、それらの技術をうまく取
り込み、既存業務の効率化で、新たなイ
ノベーションを創出する環境を作ることが
できるようになった。
さらに、紙文書をデジタル化することで、
業務効率化につながり、「働き方改革」を推
進するための基盤としての統合文書マネジ

メントを活用することが求められている。
当社は「働き方改革」を事業の柱として
とらえ、組織や時間、場所の壁を取り払
い、今まで縛られていた「働き方」から解
放する改革を推進してきた。
そして自由な発想を促すために、旧来
の習慣、プロセスを見直し、新たなイノ
ベーションを起こすことで「コミュニケー
ションで実現する快適で便利な社会」を創
り上げていくことを目指している。
当社は、これからも最先端の「ワークス
タイル」を追求し、「EmpoweredOffice」
事業を通して、豊かな社会の実現に貢献し
ていく。

【当社オフィス見学のお誘い】
　当社のライブオフィスをご見学頂き、自分事
として体感頂ければ幸いです。

御社の文書管理診断します！
文書管理達成度評価・調査ご協力のお願い

詳細は右記URLを参照ください。 https://www.jiima.or.jp/basic/doc_mng/

「皆さんの組織の文書管理のレベルはどのくらいですか？」
　各組織では、内部統制、説明責任など、社会のさまざまな要請にもとづい
て文書管理を実践しています。しかし、文書管理のレベルを測る仕組みがな
く、これで十分なのか、不足している点は何かを知ることが難しいのが実情
だと思います。 
　JIIMA文書管理委員会では、そんな疑問を解消し、各部門が正しく文書管
理ができているかを診断するサービスを開始しました。貴社組織の現状を回
答用シートに書き込み送付いただければ、文書管理委員会が診断しお返しし
ます。
　将来的にはご提供いただいた情報を元に、日本における組織の文書管理現
状をまとめ、その中で各組織がどのレベルに位置づけられるかをわかるよう
にしたいと考えています。
　自社の文書管理に関心がある組織の方々のご利用をお待ちしています。

•  自社の強みや弱みを明確に把握す
ることができるとともに、取り組
むべき方向性も明らかになり、文
書管理の改善に結びつけられます。
•  他社のレベルと比較でき、自社の文
書管理推進の動機付けになります。
•  一定の時間が経過した後に再評価
することにより、自社の改善の度合
いを確かめることができます。

メリット

３　IOT（Internet of Things）
　　さまざまな「モノ（物）」がインターネットに接続さ
れ、相互に情報交換する仕組み

４　BCP（Business continuity planning）
　　事業継続計画。災害などの緊急事態が発生した
ときに、企業が損害を最小限に抑え、事業の継
続復旧を図るための計画

https://www.jiima.or.jp/basic/doc_mng/
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Sansan株式会社の紹介

Sansan株式会社は、「出会いからイノ
ベーションを生み出す」をミッションとして
掲げ、クラウド名刺管理サービスを中心に
事業展開する会社です。2007年に創業し、
2019年にマザーズ市場に上場。現在は
713名の社員が従事しています。

Sansanの社名・ロゴに込めた想いをご
紹介します。
日本語の敬称である「さん」は、英語の

“Mr.”や “Ms.”に当たる「人」を象徴する
言葉です。我々は、人と人＝“San”と
“San”をつなげることで、出会いからイノ
ベーションを生み出すことを目指しています。
“San”という言葉のように、日本からグ
ローバルに広がる、世界を変える新たな価
値を生み出したい。その想いを「Sansan」
という社名に込めています。
そして、ロゴの赤いラインには、人と人
を繋ぎ、「世界を変える出会い」を生み出し
たい。そんな想いを込めています。

アナログをデジタルにする
Sansanのサービス

Sansanでは、主に法人向けクラウド名
刺管理サービス「Sansan」と個人向け名刺
アプリ「Eight」を開発・提供しています。

Sansanは、創業当初から提供する、法
人単位で契約するサービスです。名刺をス
キャナーやスマートフォンアプリで読み取
るだけで、独自のオペレーションシステム
によって名刺情報を正確にデータ化します。
高度なAI技術により、企業内の人脈を管
理・共有することが可能になる他、社内の
連携を促進する機能や顧客データを統合・
リッチ化する機能を備え、ビジネスのはじ
まりを後押しする「ビジネスプラットフォー
ム」です。現在、6000件の契約をいただき、
法人向けクラウド名刺管理サービス市場
シェア82.9%を有しています。

Eightは、名刺を起点とした国内最大の
ビジネスネットワークです。名刺を正確に
データ化して、スマートフォンアプリで管理
することができます。登録したユーザー間

で情報発信ができる「フィード」、チャット
のようにコミュニケーションが取れる「メッ
セージ」、名刺だけでは伝えることができ
ない経歴やスキルを伝える「プロフィール」
といった機能を利用し、ビジネスにおける
コミュニケーションツールとして活用されて
います。2019年10月時点で、250万人を超
えるユーザーに利用されています。

昨今の新型コロナウイルスの感染拡大に
より、出会いのカタチにも変化が生まれて
います。オンライン会議システムやオンライ
ン商談システムを用いた、初めましての瞬
間も数多く増えてきています。対面で合わ
なくて済むことや距離に制約されることな
く出会えるこれらのシステムですが、こと
ビジネスの初対面の瞬間では、従来通り
の名刺交換ができず、「名刺データが社内
に蓄積されない」や「相手の正確な役職や
名前がわからない」、「アイスブレイクするこ
とができない」といった声をユーザー様か
ら多くいただきました。そういった声に対
応するべく、当社は、Sansan、Eight両
サービス上で、「オンライン名刺」機能の提
供を開始しました。ユーザーはオンライン

時代のニーズに対応した
文書情報マネジメントを紹介

出会いからイノベーションを生み出す
Sansanが進める、
アナログ情報のデジタル変換

Sansan株式会社
ブランドコミュニケーション部

副部長　PRマネジャー　小
こ

池
いけ

亮
りょう

介
すけ

TechTech
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上で名刺を持つことができ、それをURL
リンクでオンライン会議中に送ったり、事
前のメールでのやり取りの中で送ったりで
きます。URLリンクをもらった相手は、そ
こから、名刺情報をダウンロードすること
と、自分の名刺情報の送り返しも可能です。
この機能により、コロナ禍においても、正
確な氏名や役職といったビジネスに必要な情
報の交換と、データ保存を実現しました。

新サービス Bill One

また、今年５月より、新サービスとして
請求書のオンライン受領を実現する「Bill 
One」の提供を開始しました。Bill Oneは
これまで紙の名刺のデジタル化において
培ってきた、アナログ媒体を99.9%の精度
でデジタルデータ化する技術を、請求書に
応用し開発した、請求書のオンライン受領
と一元管理を可能にするサービスです（図
１）。

クラウド経理システムなどが普及してい

る昨今においても、紙の請求書は減りま
せん。それは、請求書発行企業が各シス
テムに対応するのが困難であるからです。
Bill Oneは、請求書情報の提出先を
Bill One宛に変える、その変更だけを請
求書発行企業がすれば、受け取り企業は
オンラインで受領できる仕組みを構築しま
した。
したがって、請求書を受け取る総務担
当者は、請求書受領のために出社をしな
くて済み、また経理担当者は請求書の正
確なデータベースをもとに、処理すること
ができます。結婚式場・イベントプロデュー
スの八芳園様にも導入いただき、毎月届く
四百枚の請求書をデジタル化しています。
Bill Oneの利用により、コロナ感染拡
大予防のための総務・経理部門の完全リ
モートワークの実現を後押しします。

精度へのこだわり

当社のサービスでは、紙をスキャンまた
はスマホカメラで撮影することにより、ア

ナログ情報をデジタル化します。紙の名刺
情報や請求書の情報をデジタル化する際
に、特に拘っているのが「精度」です。従
来のOCR単体ですと、非定型なフォーマッ
トの名刺や請求書情報を、常に正しい精
度でデータ化することはできません。当社
では、最新のAIテクノロジーと、人力とを
組み合わせて、99.9%の精度でデータ化し、
提供しています。

具体的には、次のような工程でデータ化
されます（図２）。
まず、スキャン・撮影された名刺画像は、
背景画像と名刺データとが分離されます。
その次に、その名刺情報が個人情報とわ
からないレベルに裁断、項目分割されます。
例えば、「sample@sansan.com」というア
ドレスがあったとすれば、「sample」「@
sansan」「.com」といった具合です。
その裁断された画像は、当社が契約す
るオペレーターがいる、データ化センター
に送られます。そこではオペレーターが裁
断された画像を、手入力によりテキスト

TechTech

図１　請求書のオンライン受領と一元管理が可能
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データ化します。人間が間違えて入力しや
すい名称については、AIが学習しており、
誤入力を防ぎます。入力された情報をマー
ジし、各項目として意味のあるデータとし
た上で、テクノロジーによるチェックを行い、
ユーザーの元へ納品されます。
人力を用いたデータ化を行っているので、
全てOCRで行うよりもちろんコストもかか
ります。ではなぜ、コストをかけてでも精
度にこだわるのか。これはユーザーが使
い続けてくれるサービスを想像した結果で
す。ユーザーが当社のようなクラウドサー
ビスに求めているのは、いつでも、デジタ
ル上で正確な情報にアクセスができ、検索
がかけられたり、共有ができたりすること
です。いくら安いサービスでも、そのデー
タに信頼性がなく、都度データの真偽を
チェックしなくてはいけない、疑心暗鬼な
まま使わなければいけないサービスでは、
会社が契約してくれたとしても、社員個人
での利用が長続きしませんし、社員が使
わなければそのサービスは解約されてしま
います。ましてや、名刺情報。氏名が一文
字でも間違えたら、失礼に当たりますし、
メールアドレスが一文字間違えていたら、
メールが届きません。
電子文書管理・保存において、アナログ

な情報の方が正しく、電子文書化したら
抜け漏れが発生してしまうという状態は、
電子文書管理の定着を遠ざけてしまうの
で、避けなければなりません。そのため、
当社は人力というコストを投入して、正確
にデータ化しサービスとして提供を行って
います。

Activating Business 
Dataを掲げるDSOC

これらの当社サービスを支えているのが、
データ統括部門DSOCです。
DSOCは「Data Strategy & Operation 
Center」の略称で、当社サービスのデータ
化の工程を担っています。前述の名刺デー
タ化のシステムは、このDSOCによって構
築された独自のシステムです。また、それ
だけではなく、20名ほどのデータサイエン
ティストが所属し、独自のシステムの構築
や、名刺データの研究を行っています。

このDSOCのミッションは、「Activating 
Business Data」。国内に埋もれているア
ナログなビジネスデータ、または電子保存
だけされていて、活用に向けて日の目を見
ていないデータをActivate、つまり活性化

させ、これまでわからなかった日本経済の
トレンドや、企業が活躍するための知見を
発見し、社会に還元しようとしている集団
です。
例えば、昨今話題の「関係人口」にス
ポットを当て、名刺のつながりトレンドから
ビジネス上の関係人口を算出し発表するな
ど、これまで見えてこなかった日本のビジ
ネストレンドを日々分析しています。電子
保存した文書データに、データサイエンス
を掛け合わせると、様 な々可能性が見えて
きます。最近では海外の大学との共同研
究や、行政機関との研究も進め、さらな
る埋もれたビジネストレンドの発見をしてい
こうと考えています。

以上、当社のサービス群とアナログをデ
ジタルにする取り組み、またそれを支える
DSOCについてご紹介しました。

いつの時代も社会を動かしてきたのは
「出会い」であると考えています。
当社は「人」と「人」の出会いを後押しし、
社会を一歩前進させる。そんなサービス提
供を目指し、引き続き進んでいきたいと思
います。

TechTech

図２　スキャン・撮影された名刺画像のデータ化工程




